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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社では、当社の連結子会社である株式会社SPARKSにおいて、過年度の会計処理について修正を要する

可能性のある事象が発覚いたしました。本件は、当社の連結子会社となる以前に、元支配人の指示のもと

行われた会計処理であり、元支配人は平成21年12月20日以降、音信不通となっております。

そのため、当時の事実関係を適切に把握するため、平成23年３月11日に当社と利害関係の無い社外の弁

護士及び公認会計士による外部調査委員会を設置し、厳正な調査を進め、平成23年４月18日付の外部調査

委員会から調査報告書を受領いたしました。

この結果に基づき、平成20年10月に計上した営業権の修正等が必要と認められる訂正を行うため、金融

商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、平成22年11月15日に提出した第13期第３四半期（平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで）の四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

また、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正をおこないましたので、併せ

て修正後のXBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む。）を提出いたします。

なお、訂正後の四半期連結財務諸表についてアスカ監査法人により四半期レビューを受け、その四半期

レビュー報告書を添付しております。

(注)  当社と株式会社SPARKSは平成21年12月21日を効力発生日とする株式交換を締結いたしました。当該株式交換は、

当社を完全親会社、株式会社SPARKSを完全子会社とする株式交換でありますが、「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号（平成19年11月15日　企業会計基準委員会））

上は逆取得に該当することとなるため、連結財務諸表は、平成21年12月31日を株式会社SPARKSが当社を取得した

ものとみなし、当社の連結財務諸表は株式会社SPARKSの財務諸表が基準となります。そのため、当社の連結財務諸

表に、株式会社SPARKSが平成20年10月に計上した営業権の影響を受けるものは、平成21年12月期末決算以降とな

ります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業の情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

２　事業等のリスク

４　財政状況、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

１．提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・

検討内容

第５　経理の状況

１　四半期連結財務諸表

(1)四半期連結貸借対照表

(2)四半期連結損益計算書

(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書

継続企業の前提に関する事項

注記事項

四半期連結損益計算書関係

セグメント情報

　事業の種類別セグメント情報

１株当たり情報
　

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期
第3四半期
連結累計期間

第13期
第3四半期
連結累計期間

第12期
第3四半期
連結会計期間

第13期
第3四半期
連結会計期間

第12期

会計期間

自　平成21年 
１月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成22年 
１月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成21年 
７月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成22年 
７月１日

至　平成22年
９月30日

自　平成21年
１月１日

至　平成21年
12月31日

売上高 (千円) 339,125 725,098 80,541 193,9711,108,659

経常損失（△） (千円) △61,253△293,987△31,282 △86,416△392,642

四半期(当期)純損失
（△）

(千円) △579,691△556,119△37,001△175,025△444,933

純資産額 (千円) ─ ─ △520,081△678,756△122,636

総資産額 (千円) ─ ─ 195,500 888,9621,339,603

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ △7,471.04△2,784.79△503.15

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △8,478.25△2,281.64△531.53 △718.09△9,676.46

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ △266.0 △76.4 △9.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △41,287△122,185 ─ ─ △135,134

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △14,373 △12,393 ─ ─ △122,653

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 59,799 100,525 ─ ─ 253,226

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ ─ 27,928 20,057 54,110

従業員数 (人) ─ ─ 15 32 72

(注) １.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

（当期）純損失であるため記載しておりません。

４．当社は、平成21年12月21日をもって株式会社SPARKSを株式交換により完全子会社といたしました。ただし、

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号（平成19年

11月15日　企業会計基準委員会））上は逆取得に該当することになるため、連結財務諸表は平成21年12月31日

に株式会社SPARKSが当社を取得したものとみなし、株式会社SPARKSの財務諸表を基準として作成しておりま

す。なお、平成21年12月期末の「連結損益計算書」は、株式交換のみなし取得日を期末日としたため、株式会社

SPARKSの経営成績のみ反映されており、当社及びパレットメディア株式会社並びに株式会社prime construct

の経営成績は反映されておりません。
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第２ 【事業の状況】

(省略）

２ 【事業等のリスク】

(1) 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

(2) 継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、前連結会計年度に382,901千円、当第３四半期連結会計期間に99,217千円の営業損

失を計上し、また前連結会計年度に444,933千円、当第３四半期連結会計期間に175,025千円の当期純損

失及び四半期純損失を計上しております。また、当第３四半期連結会計期間末は678,756千円の債務超

過となっております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ています。 

　なお当該状況を改善するための具体的な対応策につきましては、「４財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析　２．事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及

び当該重要事象等を解消し、又は改善するための対応策」をご参照下さい。

（中略）

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。
　

　１．提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する分析・

　　検討内容

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における我が国経済は、一部に景気底入れの兆しが見られるものの、円高や

海外経済の減速懸念等から企業収益は低迷し、雇用・所得環境の改善が見られないことから個人消費は

依然として低調に推移するなど厳しい状況が続きました。宅配食業界におきましても個人消費者の節約

志向が高まる中、外食業界との価格競争により引き続き厳しい経営環境が続きました。このような経済状

況のもと、当社グループは収益基盤の強化を進め財務体質の改善に努めております。 

　この結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高につきましては193,971千円（前年同四半期比

140.8％増）、営業損失99,217千円（前年同四半期は営業損失30,944千円）、経常損失86,416千円（前年

同四半期は経常損失31,282千円）、四半期純損失は175,025千円（前年同四半期は四半期純損失37,001千

円）となりました。 
　

また、事業の種類別セグメントの業績につきましては、下記のとおりであります。

（宅配中華事業）

宅配中華事業におきましては、個人消費の節約志向に加え店舗運営が困難な店舗を閉店したことか

ら売上高の減少となりましたが、コスト削減を施策とし収益改善に務めた結果、当第３四半期連結会計

期間におきましては、売上高131,332千円、営業損失43,211千円となりました。なお、宅配中華事業は、平

成21年12月21日付株式会社SPARKSとの株式交換（みなし取得日平成21年12月31日）により、当社グ

ループの事業となったため、前年同四半期との比較は省略しております。
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（広告・出版事業）

広告・出版事業におきましては、既存取引先との堅調な取引量は確保できたものの、販売管理費を補

うことができず、当第３四半期連結会計期間におきましては、売上高44,963千円（前年同四半期比

6.4％減）、営業損失13,583千円（前年同四半期は営業利益4,036千円）となりました。
　

（飲食店プロデュース事業）

飲食店プロデュース事業におきましては、個人消費の落ち込みから飲食店の設備投資減少が響くな

ど厳しい状況が続き、当第３四半期連結会計期間におきましては、売上高17,177千円（前年同四半期比

82.4％増）、営業損失2,595千円（前年同四半期は営業損失663千円）となりました。
　

（その他の事業）

その他の事業（コンサルティング事業）におきましては、当第３四半期連結会計期間は売上高498千

円、営業損失5,967千円となりました。なお、前年同四半期におきましては、その他の事業に該当する事

業が無いため、前年同四半期との比較は省略しております。
　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産888,962千円、負債合計1,567,718千円、純資産△

678,756千円となりました。

　総資産は前連結会計年度末と比較して450,641千円の減少となりました。これは主にのれん214,729千円

の減少によるものです。

　負債合計は前連結会計年度末と比較して105,477千円の増加となりました。これは主に短期借入金

109,810千円の増加によるものです。　

　純資産は前連結会計年度末と比較して556,119千円の減少となりました。これは利益剰余金556,119千円

の減少によるものです。
　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末におけるキャッシュ・フローは、営業上の損失計上等により、営業活動に

よるキャッシュ・フローは6,947千円のマイナス、投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産の

取得による支出により、11,956千円のマイナス、財務活動によるキャッシュ・フローは短期借入金の返済

により、958千円のマイナスとなりました。この結果、現金及び現金同等物（以下「資金」という）は当第

２四半期連結会計期間末に比べ19,862千円減少し、20,057千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は6,947千円(前年同四半期は67,282千円の減少）となりました。これは主

に、税金等調整前四半期純損失が174,637千円、貸倒引当金の増加額84,946千円があったこと等によるも

のです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は11,956千円（前年同四半期は426千円の増加）となりました。これは、有

形固定資産の取得による支出8,799千円、敷金及び保証金の差入れによる支出3,130千円があったことに

よるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は958千円（前年同四半期は18,663千円の増加）となりました。これは短

期借入金の減少額958千円によるものです。

（後略）
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第３四半期連結

累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期

間（平成22年１月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表及び前第３四半期連結累計期間(平成21年１月１

日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年７

月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、アスカ監査法人により四半期レビューを受けております。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しており

ますが、訂正後の四半期連結財務諸表についてアスカ監査法人により四半期レビューを受け、四半期レ

ビュー報告書を受領しております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

　 　 　 　 　 当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部 　 　
　 流動資産 　 　
　 　 現金及び預金 20,057 54,110
　 　 受取手形及び売掛金 55,487 92,135
　 　 原材料 2,629 6,011
　 　 短期貸付金 2,318 8,930
　 　 その他 30,882 22,526
　 　 貸倒引当金 △4,078 △5,814

　 　 流動資産合計 107,296 177,899

　 固定資産 　 　
　 　 有形固定資産 　 　
　 　 　 建物及び構築物 84,466 88,386
　 　 　 　 減価償却累計額 △39,288 △35,907
　 　 　 　 減損損失累計額 △14,599 －

　 　 　 　 建物及び構築物（純額） 30,577 52,479

　 　 　 その他 28,472 32,893
　 　 　 　 減価償却累計額 △24,649 △30,075
　 　 　 　 減損損失累計額 △454 －

　 　 　 　 その他（純額） 3,368 2,818

　 　 　 有形固定資産合計 33,946 55,297

　 　 無形固定資産 　 　
　 　 　 ソフトウエア 2,002 3,057
　 　 　 のれん 574,258 788,987
　 　 　 その他 320 320

　 　 　 無形固定資産合計 576,581 792,365

　 　 投資その他の資産 　 　
　 　 　 長期前払費用 248 620
　 　 　 長期未収入金 629,710 635,274
　 　 　 破産更生債権等 － 114,818
　 　 　 その他 67,160 66,383
　 　 　 貸倒引当金 △525,979 △503,054

　 　 　 投資その他の資産合計 171,138 314,040

　 　 固定資産合計 781,666 1,161,703

　 資産合計 888,962 1,339,603

　 　 　 　 　 　 　
　

(単位：千円)

　 　 　 当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部 　 　
　 流動負債 　 　
　 　 買掛金 219,091 234,232
　 　 短期借入金 307,043 197,233
　 　 1年内返済予定の長期借入金 46,430 37,140
　 　 未払金 372,544 364,984
　 　 未払費用 104,180 98,871
　 　 未払法人税等 9,640 11,095
　 　 前受金 1,000 1,400
　 　 債務保証損失引当金 436,854 447,866
　 　 返品調整引当金 1,845 2,124
　 　 店舗閉鎖損失引当金 18,735 11,358
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　 　 その他 42,096 26,716

　 　 流動負債合計 1,559,463 1,433,025

　 固定負債 　 　
　 　 長期借入金 5,000 23,575
　 　 退職給付引当金 1,455 3,840
　 　 その他 1,800 1,800

　 　 固定負債合計 8,255 29,215

　 負債合計 1,567,718 1,462,240

純資産の部 　 　
　 株主資本 　 　
　 　 資本金 149,713 149,713
　 　 資本剰余金 244,578 244,578
　 　 利益剰余金 △1,073,047 △516,928

　 　 株主資本合計 △678,756 △122,636

　 純資産合計 △678,756 △122,636

負債純資産合計 888,962 1,339,603
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(2) 【四半期連結損益計算書】
　【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

　 　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 339,125 725,098

売上原価 268,436 322,688

売上総利益 70,688 402,409

販売費及び一般管理費 ※ 131,227 ※ 712,289

営業損失（△） △60,538 △309,879

営業外収益 　 　
　 受取利息 151 7
　 受取配当金 2 －
　 負ののれん償却額 334 －
　 助成金収入 110 －
　 受取事務手数料 200 －
　 不動産賃貸料 － 7,538
　 受取補償金 － 13,000
　 雑収入 － 316

　 営業外収益合計 798 20,862

営業外費用 　 　
　 支払利息 1,355 4,053
　 その他 158 917

　 営業外費用合計 1,513 4,970

経常損失（△） △61,253 △293,987

特別利益 　 　
　 貸倒引当金戻入額 － 75
　 子会社株式売却益 5,550 －
　 事業分離における移転利益 5,000 －
　 償却債権取立益 － 3,137
　 退職給付引当金戻入額 － 2,385
　 その他 1,354 0

　 特別利益合計 11,904 5,598

特別損失 　 　
　 減損損失 － 113,325
　 固定資産除却損 － 2,170
　 たな卸資産評価損 12,859 －
　 貸倒引当金繰入額 112,514 136,082
　 債務保証損失引当金繰入額 414,000 －
　 貸倒損失 2,250 －
　 出資金評価損 500 －
　 店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 9,867
　 前期損益修正損 － 518
　 店舗閉鎖損失 － 4,452

　 特別損失合計 542,125 266,417

　 　 　 　
　

(単位：千円)

　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

税金等調整前四半期純損失（△） △591,473 △554,805

法人税、住民税及び事業税 1,418 1,313

法人税等合計 1,418 1,313

少数株主損失（△） △13,200 －

四半期純損失（△） △579,691 △556,119
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　【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

　 　

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 80,541 193,971

売上原価 65,813 98,906

売上総利益 14,728 95,065

販売費及び一般管理費 ※ 45,672 ※ 194,282

営業損失（△） △30,944 △99,217

営業外収益 　 　
　 受取利息 52 △5
　 負ののれん償却額 111 －
　 不動産賃貸料 － 1,448
　 受取補償金 － 13,000
　 雑収入 － 87

　 営業外収益合計 163 14,531

営業外費用 　 　
　 支払利息 460 1,730
　 その他 41 －

　 営業外費用合計 502 1,730

経常損失（△） △31,282 △86,416

特別利益 　 　
　 貸倒引当金戻入額 － 75
　 退職給付引当金戻入額 － 2,385
　 その他 500 －

　 特別利益合計 500 2,461

特別損失 　 　
　 減損損失 － 2,638
　 たな卸資産評価損 4,216 －
　 貸倒引当金繰入額 36 85,021
　 債務保証損失引当金繰入額 1,246 －
　 前期損益修正損 － 62
　 店舗閉鎖損失 － 2,959

　 特別損失合計 5,500 90,681

税金等調整前四半期純損失（△） △36,282 △174,637

法人税、住民税及び事業税 718 388

法人税等合計 718 388

四半期純損失（△） △37,001 △175,025
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

　 　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 税金等調整前四半期純損失（△） △591,473 △554,805
　 減価償却費 5,563 14,184
　 減損損失 － 113,325
　 のれん償却額 833 116,458
　 差入保証金償却額 － 1,915
　 貸倒引当金の増減額（△は減少） 113,633 136,007
　 返品調整引当金の増減額（△は減少） 1,201 △278
　 債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 414,000 △11,012
　 店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 7,376
　 退職給付引当金の増減額（△は減少） － △2,385
　 受取利息及び受取配当金 △154 △7
　 支払利息 1,355 4,053
　 固定資産除却損 － 2,170
　 子会社株式売却損益（△は益） △5,550 －
　 出資金評価損 500 －
　 たな卸資産評価損 12,859 －
　 貸倒損失 2,250 －
　 売上債権の増減額（△は増加） 31,570 35,501
　 破産更生債権等の増減額（△は増加） △3,032 7,857
　 仕入債務の増減額（△は減少） △11,262 △15,141
　 たな卸資産の増減額（△は増加） 5,686 3,382
　 未払消費税等の増減額（△は減少） 1,950 9,883
　 前受金の増減額（△は減少） － △400
　 未収入金の増減額（△は増加） △968 －
　 未払金の増減額（△は減少） △6,576 7,559
　 その他の資産の増減額（△は増加） △10,970 △11,203
　 その他の負債の増減額（△は減少） 1,375 8,528
　 その他 △752 9,734

　 小計 △37,962 △117,295

　 利息及び配当金の受取額 154 7
　 利息の支払額 △2,053 △1,776
　 法人税等の支払額 △1,426 △3,120

　 営業活動によるキャッシュ・フロー △41,287 △122,185

　 　 　 　
　

(単位：千円)

　 　

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 有形固定資産の取得による支出 △286 △9,065
　 投資有価証券の売却による収入 500 －
　 子会社株式の売却による収入 5,500 －
　 短期貸付けによる支出 △5,500 △25,027
　 短期貸付金の回収による収入 4,990 25,030
　 長期貸付けによる支出 △7,028 －
　 長期貸付金の回収による収入 569 －
　 敷金及び保証金の差入による支出 △4,960 △3,330

　 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△8,158 －

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △14,373 △12,393

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　 短期借入金の純増減額（△は減少） 45,999 109,810
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　 長期借入れによる収入 25,000 －
　 長期借入金の返済による支出 △11,200 △9,285

　 財務活動によるキャッシュ・フロー 59,799 100,525

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,137 △34,053

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,947 －

現金及び現金同等物の期首残高 21,843 54,110

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 27,928 ※ 20,057

　 　 　 　

EDINET提出書類

株式会社　ＤＰＧホールディングス(E05531)

訂正四半期報告書

12/16



【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

当社グループは、前連結会計年度に382,901千円、当第３四半期連結会計期間に99,217千円の営業損

失を計上し、また前連結会計年度に444,933千円、当第３四半期連結会計期間に175,025千円の当期純損

失及び四半期純損失を計上しております。また、当第３四半期連結会計期間末は678,756千円の債務超

過となっております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在し

ています。 

　四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、事業の更なる再編を実行し、収益

力の向上を最優先課題として、経営基盤の強化を図ります。

　事業再編の具体的な経営施策としては、以下のとおりであります。

１．収益力の確保による損益の黒字化

当社グループの中核事業であります、宅配中華事業（屋号：チャイナクイック）におきましては、コス

ト削減、売上高拡大により赤字体質からの脱却を図り、全店舗黒字化を目指します。

①店舗数拡大による売上増加

閉店した店舗と同一エリア内での再出店を順次行い、店舗数拡大による売上の増加を図ります。

②高収益業態への変革

「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更することなく、他社との差別化を図

るため、調理方法の合理化によるコスト削減により、低コスト高品質の業態へ変革します。

③新規顧客開拓

既存のチラシ配布に加え、新規顧客拡大のための法人向け営業を行います。

２．債務超過の解消

債務超過解消するための具体的な経営施策は以下のとおりであります。

①債務免除要請

株式会社データプレイス（旧子会社）の重畳的債務保証に係る債権者に対しては、当連結会計年度

中の解消をめざし、引き続き債務免除等の金融支援を要請していきます。

②第三者割当増資による自己資本の充実

第三者割当増資を翌連結会計年度末までに行い、自己資本の充実を図ります。

しかしながら、これらの対応策につきましては、現時点におきましてはこれらの施策の効果が発現す

るまでには相当な期間を要することが予測されるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存

在しております。 

　なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　　　　　　役員報酬　　　　　　　　　37,245千円

　　　　　　給与及び手当　　　　　　　21,428千円

　　　　　  報酬手当　　　　　　　　　21,161千円

  　　　　  貸倒引当金繰入　　　　　　 1,119千円

            退職給付費用　　　　　　　　 551千円

※　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

　　　　　　役員報酬　　　　　　　　  36,630千円 

　　　　　　給与及び手当　　　　　　 291,799千円 

            地代家賃　　　　　　　　　48,951千円

            水道光熱費　　　　　　　  44,130千円

            報酬手当    　　　　　　　25,363千円

　　　　　　販売促進費　　　　　　　　21,732千円

　　　　　　のれん償却　　　　　　　 116,458千円

　

(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

（省略）

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

　

宅配中華事
業　　　（千
円）

広告・
出版事業　　　
　（千円）

飲食店プロデ
ユース事業
（千円）

その他の事
業

(千円）
計　　　　　　　　　
　　　（千円）

消去又は全社
　　　（千円）

連結　　　　　　　
　　　　　（千
円）

 売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)
外部顧客に対する
売上高 526,447162,00635,0731,570725,098 ─ 725,098

(2)
セグメント間の内
部売上高又は振替
高 ─ ─ ─ 55,80055,800（55,800） ─

計 526,447162,00635,07357,370780,898（55,800）725,098

営業損失（△） △ 157,769△ 21,200△ 7,865△ 21,704△208,539（101,339）△309,879

(注) １．事業区分の方法

事業は、製品等の種類、性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．宅配中華事業は、平成21年12月21日付株式会社SPARKSとの株式交換により、当社グループの事業となっており

ます。

３．システム事業は、連結子会社であった株式会社エアフォルクの株式売却及びパレットメディア株式会社のメ

ディカル事業の譲渡に伴い、無くなっております。

４．各区分に属する主要なサービス 

　　(1)　宅配中華事業・・・・中華料理のデリバリー事業 

　　(2)　広告・出版事業・・・広告・出版事業

　　(3)　飲食店プロデュース事業・・・飲食店舗のトータルプランニング及びメンテナンス事業

    (4)　その他の事業・・・コンサルティング事業

５．前連結会計年度末において、広告・出版事業及び飲食店プロデュース事業は、その他の事業に含めておりまし

たが、売上割合が増加し重要性が高まったため、区分掲記することとしました。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

　 　

　 △2,784.79円
　

　 　

　 △503.15円
　

　

２．１株当たり四半期純損失(△)及び存在株式調整後１株当たり四半期純利益

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
 至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間 
(自　平成22年１月１日 
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △8,478.25円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純損失（△） △2,281.64円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
 至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間 
(自　平成22年１月１日 
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円)

△579,691 △556,119

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △579,691 △556,119

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 68,374 243,737

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

平成16年3月30日開催の定
時株主総会にて付与した新
株予約権については、平成
21年3月30日をもって失効
いたしました。

　　　　　　─

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 
 至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間 
(自　平成22年７月１日 
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △531.53円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純
損失であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失（△） △718.09円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純
損失であるため記載しておりません。

(注)  １株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円)

△37,001 △175,025

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △37,001 △175,025

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 69,613 243,737

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─ ─
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年４月28日

株式会社DPGホールディングス

取締役会  御中
　

アスカ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田　　中　　大　　丸    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    法　　木　　右　　近    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社DPGホールディングスの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年１月１日か

ら平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社DPGホールディングス及び連結子会社

の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

追記情報

１．四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条４の７

第４項の規定に基づき、四半期連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の四半期連結財務諸表に

ついて四半期レビューを行った。

２．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は営業損失及び当期純損失を計上し、また678百万

円の債務超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、

現時点では継続性の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な

不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映していない。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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